
　当センターは、地域の課題解決と資源活用
に同時に取り組んでいます。活動の中心は、
鳥取を中心とした地域研究とその成果を地
域に具体的に適用していくことにあります。
　例えば、生活の場では、街なかも含めて鳥
取県の広い範囲で人口減少と高齢化が進ん
でおり、空き家の増加などが懸念されていま
す。また、公共交通や買物施設など生活イン
フラの維持も課題です。これらのテーマにつ
いて、海外も含めて事例を分析するなど、問
題の解決に視点を置いた研究と地域活動を
展開しています。

　ジオパークの調査研究では，国内外のジオ
パークを対象に地域変容や人文地理学的観
点からのジオストーリーの構築や無形文化
遺産研究等を行っています。前期のプロジェ
クト研究では、「吉岡温泉の地域変容の解明
と湖山池ジオツアーの開発」をテーマに、学
生とフィールドワークを行っています。今年
度からは、ダイビングを通じて海中・海底の
ジオを学び楽しむことを目的とした課外活
動「海の中のジオパーク」を始めました。

　政策評価の研究では、鳥取県内の自治体や
企業の活動が及ぼす多様な効果を定量的に
評価しています。その際、評価手法について
の理論的考察や評価を適切に行うための方
法論ついても検討を行っており、政策評価の
イノベーションを試みています。

　地域経済の調査研究では、鳥取の景気動向
を事業者の方々と経営現場と統計の双方か
ら、問題の把握や対応を検討する研究会を開
催しています。また、昨年は砂の美術館や青
山剛昌ふるさと館などの経済効果を把握し、
さらにその効果を一層高めるための方策を
検討しました。今年度は、情報・流通産業との
融合が進む商業の調査研究を事業者の協力

を得つつ進めています。これらの活動は、鳥
取県をはじめ県内市町村、商工会議所や商店
街組合などの経済団体、企業と協力し具体的
な成果に生かせるよう取り組んでいます。

　研究や活動の成果は、学術誌への発表にと
どまらず日本海新聞に毎月「地域イノベー
ション研究報告」として寄稿しているほか、
読売新聞「風紋」への定期寄稿、日本海ケーブ
ルネットワーク「多事彩々」でのコメント、イ
ンターネットでの公表などを通じて、広く情
報発信に努めています。
　これらの研究や活動によって、地域に新た
な視点や活動をもたらすことを目指してい
ます。

　サステイナビリティ研究所では、東日本大震災
による漂流ごみの移動経路把握に関する調査を
現在進めています。その研究の一環として、2011
年6月3日（金）に岩手県宮古沖から放流したとみ
られる発信機付きの模擬ごみが、1年9ヵ月後の
本年3月18日（月）の時点で、米国オレゴン州
Arch Capeの海岸に漂着しているとの情報を、
現地の方より入手しました。
　この模擬ごみは、宮古沖20㎞の地点から放流
したものとみられ、その後東に向かって漂流し、
放流場所から2,500ｋmの地点で通信途絶（電池
寿命（約6か月）によるものと推測）し、位置情報が
不明だったものです。この模擬ごみの沈下率（全
体積の中で海中に沈んでいる比率）は35％であ
り、本学の国内漂着地での調査結果によると冷蔵
庫、コンテナ、ホイール付きタイヤ、靴・サンダル、
布団・座布団、一部のプラスチック製品などに相
当します。
　移動経路の追跡のために震災の3ヵ月後に放流
した模擬ごみが漂着したことから、これらの沈下

率に相当する震災起因の漂流物は、既に現地に漂
着していることが推測されます。現地では大量に
漂着したという事実が明確になっていませんが、
これは以下などの理由が考えられます。

　なお、この事実は、環境省から2012年11月9日
（金）付で発表された「東日本大震災による洋上漂
流物の漂流予測中間結果」（その内容は、本年3月
15日にNHK-BS放送にて「海をわたる"震災漂流
物"第1部・第2部」として放映済）の内容の一部を
裏付けるものであり、シミュレーション結果に基
づく今後の 漂着予測にも留意する必要があるこ
とを示すものと考えられます。

　本学では、2011年10月、2012年1月、2013年
1月にも東北地方の太平洋沖から発信機付き模擬
ごみを放流して、移動経路把握のための調査を続
けています。国内に漂着したものを除く計14台
の模擬ごみ（電池寿命を改良：3年～5年）が現在
も洋上を移動中です。これらの模擬ごみが、米大
陸沿岸部またはハワイなどの島嶼域に漂着する
のか、それとも漂流物の大半が集積して留まると
いう太平洋ごみベルト（Great Pacific Garbage 
Patch）に流れ着くのかを現在観測しています。
いずれに向かったとしても、漂流物の性状によっ
ては、劣化、微細化などによる環境や生物への影
響が懸念されることから、今後も引き続き調査を
進めます。

▲湖山池でのジオパークの活動

▲中山間地域の買い物を支える移動販売車（山形県）
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東日本大震災による漂流ごみの移動経路把握による二次災害防止に関する研究
（環境省の環境研究総合推進費補助金による研究）
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～岩手県宮古沖から放流した発信機付き模擬ごみがオレゴン州に漂着～

大量に漂着したという事実が不明確な理由

震災起因の漂着物であるかどうかの
判断が現地ではできないものが多い

漂流物は洋上で拡散されて広範囲に
希釈される

その多くが洋上に留まっていることから
沿岸部への実際の漂着量は必ずしも多くはない
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